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歳入、歳出決算の状況について
平成30年度の一般会計および各特別会計の決算額は、次のとおりです。平成29年度と比較し

て、一般会計の歳入は、ふるさと寄附金などの増により4億2,906万6千円の増額、歳出では頴娃
地区統合中学校整備事業などによ
り、4億9,226万2千円の増額となっ
ています。一方、特別会計は、国
民健康保険事業特別会計が、歳
入歳出ともに減額となっており、
介護保険事業特別会計は、保険
給付費などの増により、歳入歳出
ともに増額となっています。

このようなことから一般会計と
各特別会計の決算合計額は、前
年度に対し、歳入で6億3,727万3
千円の減、歳出で5億9,530万5千
円の減となりました。 

一般会計　決算収支の状況	
区　　　　　　　分 平成30年度

歳入総額	 A 223億2,642万7千円
歳出総額	 Ｂ 216億5,645万4千円
歳入歳出差引（A－B）	 Ｃ 6億6,997万3千円
翌年度へ繰り越すべき財源	 Ｄ 4,199万8千円
実質収支（C－D）	 Ｅ 6億2,797万5千円
単年度収支	 Ｆ ▲8,707万6千円
基金積立金	 Ｇ 779万4千円
繰上償還金	 Ｈ 0円
積立金取り崩し額	 Ｉ 3億6,000万円
実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ＋H－I ）	Ｊ ▲4億3,928万2千円

市税
37億4,848万3千円

16.8%

自主財源
72億3,122万円
32.5%

総務費
37億3,472万4千円

17.3%

民生費
73億3,053万3千円

33.9%

衛生費
10億2,259万4千円

4.7%

消防費
10億3,636万円

4.8%

農林水産業費
15億1,293万円

7.0%

土木費
12億9,777万8千円

6.0%

教育費
29億2,243万6千円

13.5%

公債費
23億4,295万9千円

10.8%

災害復旧費
5,566万8千円（0.3%）

分担金及び負担金　2億2,341万1千円（1.0%）
使用料及び手数料　4億2,320万8千円（2.0％）
財産収入　1億4,400万7千円（0.6%）
寄附金　13億1,574万8千円（5.9％）
繰入金　8億9,026万7千円（4.0%）
繰越金　3億7,316万9千円（1.7%）
諸収入　1億1,292万7千円（0.5％）

地方譲与税　3億2,238万1千円（1.4％）
利子割交付金　505万6千円（0.0％）
配当割交付金　559万9千円（0.0%）
株式等譲渡所得割交付金 655万3千円（0.0％）
地方消費税交付金　6億8,661万2千円（3.1%）
ゴルフ場利用税交付金　1,217万2千円（0.1％）
自動車取得税交付金　5,676万1千円（0.3%）
地方特例交付金　1,376万9千円（0.1％）

歳入決算総額
222億9,580万8千円

議会費
1億6,960万5千円（0.8%）

商工費
2億24万8千円
0.9%

依存財源　150億6,458万8千円
67.5%

地方交付税
77億2,248万4千円

34.6%

国庫支出金
26億5,289万6千円

11.9%

県支出金
18億8,037万4千円

8.4%

市債
16億9,339万3千円

7.6%

交通安全対策特別交付金
653万8千円（0.0％）

歳出決算総額
（性質別）

216億2,583万5千円

義務的経費
104億1,522万6千円

48.1%

投資的経費
27億4,270万7千円

12.7%

その他の経費
84億6,790万2千円

39.2%

人件費
36億1,506万6千円

16.7%

扶助費
44億5,720万1千円

20.6%

公債費
23億4,295万9千円

10.8%
普通建設事業費
26億8,703万9千円

12.4%

物件費
27億1,906万2千円

12.6%

災害復旧事業費
5,566万8千円（0.3%）

補助費等
21億2,373万円

9.8%

積立金
9億8,732万5千円

4.6%

投資及び出資金・貸付金
550万円（0.0％）

維持補修費
2億1,258万円
1.0%

繰出金
24億2,465万5千円

11.2%

歳出決算総額
（目的別）

216億2,583万5千円

～
平
成
30
年
度
決
算
の
概
要
～※�下記のグラフは地方財政状況調査により、歳入・歳出総額から、3,061万9千円を減額した数値

で作成しています。
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特別会計　決算収支の状況								        　　　

区　　　　　　　分 歳入決算額 歳出決算額 翌年度への
繰越財源 実質収支

国民健康保険事業特別会計 58億8,843万2千円 58億4,117万8千円 0円 4,725万4千円
後期高齢者医療特別会計 5億4,037万4千円 5億3,944万6千円 0円 92万8千円
介護保険事業特別会計 53億604万7千円 50億9,840万2千円 0円 2億764万5千円
農業集落排水事業特別会計 7,645万2千円 7,357万2千円 0円 288万円
公共下水道事業特別会計 1億4,568万2千円 1億3,095万9千円 0円 1,472万3千円

令和元年度上半期の財政状況（令和元年９月末現在）		  　
区　　　　　　　分 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

一般会計 236億782万9千円 103億1,252万円 43.7％ 85億5,548万7千円 36.2％
国民健康保険事業特別会計 57億2,227万円 23億9,191万9千円 41.8％ 21億8,857万3千円 38.2％
後期高齢者医療特別会計 5億5,153万5千円 1億6,329万2千円 29.6％ 1億5,547万5千円 28.2％
介護保険事業特別会計 53億2,895万8千円 25億3,777万円 47.6％ 21億1,839万5千円 39.8％
農業集落排水事業特別会計 7,020万円 4,243万2千円 60.4％ 2,965万6千円 42.2％
公共下水道事業特別会計 1億3,914万1千円 7,788万円 56.0％ 4,868万8千円 35.0％
※一般会計は、平成30年度からの繰越事業を含む。

　平成30年度南九州市決算における健全化判断比率および資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関
する法律第３条第１項および第22条第１項の規定に基づき公表します。
　今回公表する「健全化判断比率および資金不足比率」は、地方公共団体の財政が健全であるのか、資金不足がどれくら
いあるのかについて指標化し、基準値に対してどうなっているのかを法律に基づき公表するものです。
　市の財政については、下表のとおり赤字・資金不足はなく、その他の比率についても基準数値を大きく下回っており、こ
の法律上では健全な状態にあると判断されます。

（用語解説）
● 健全化判断比率…	次の４つの比率で構成され、地方公共団体の

財政の健全化を判断する指標です。
  ・ 実質赤字比率……	普通会計（本市では一般会計のみ）の赤字の

程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを
示すものです。

  ・ 連結実質赤字比率…	全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共
団体全体としての赤字の程度を指標化し、地
方公共団体全体としての財政運営の悪化の
度合いを示すものです。

  ・ 実質公債費比率…	借入金（地方債）の返済額およびこれに準じ
る額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を
示すものです。

  ・ 将来負担比率……	地方公共団体の一般会計などの借入金（地
方債）や将来支払っていく可能性のある負担
などの現時点での残高を指標化し、将来財政
を圧迫する可能性の度合いを示すものです。

● 早期健全化基準…	この基準を超えると、財政健全化計画の策
定、外部監査の実施が義務付けられ、財政の
健全化を図らなければなりません。

● 財政再生基準……	この基準を超えると、財政再生計画の策定、
外部監査の実施の義務付けのほかに地方債
の起債が制限されます。

● 資金不足比率……	公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模
である料金収入の規模と比較して指標化し、
経営状態の悪化の度合いを示すものです。

● 経営健全化基準…	上記の早期健全化基準に相当する基準で
す。

平成30年度　南九州市決算に基づく
健全化判断比率および資金不足比率の概要

２.  公営企業会計に係る資金不足比率� （単位：％）

区　分

法適用
企業 法非適用企業

水道事業
会計

農業集落
排水事業
特別会計

公共
下水道事業
特別会計

資金不足
比 率

－	
(－)

－	
(－)

－	
(－)

経営健全化
基 準 20.0 20.0 20.0

［下段（　）数値は前年度数値］ 
※ 資金不足額がないため、資金不足比率は算定されないことから
　 「－」を記載。

１.  健全化判断比率　　　　　　� （単位：％）

区　分 実質赤
字比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来負担
比率

健  全  化
判断比率

－
(－)

－
(－)

7.4
（7.3） 

10.9
（19.9） 

早 期 健 全 化
基 準 13.00 18.00 25.0 350.0

財 政 再 生
基 準 20.00 30.00 35.0

［下段（　）数値は前年度数値］ 
※ 実質赤字額および連結実質赤字額がないため、実質赤字比率
　 および連結実質赤字比率は算定されないことから「－」を記載。

［担当］知  財政課 財政係
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